



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 45 号（2019 年 3 月 15 日）
だろう。このデータベースでは，どのような「報
告・答申等」抜けているのかを確認していく作
業を行いながら，ここで描いた見通しも検証し
ていく必要があるが，今後の課題としたい。
【注】
（1） ここでの「特別支援教育を受けている子ど
も」とは，幼稚園，小学校，中学校，高等学
校段階において，特別支援学校在籍者，特別
支援学級在籍者，通級による指導を受けてい
る者のことを示している。詳細は，『特別支
援教育資料（平成29年度）』の「第一部 集計
編」の「概要」における「（5）特別支援教育
を受けている幼児児童生徒数」を参照。
（2） 2018年11月29日の朝日新聞朝刊の横浜地
方版において，「支援教育『過大規模化』　児
童生徒数増で県教委，あり方検討　／神奈川
県」という見出しのもと，神奈川県内におけ
る特別支援教育を受ける子どもの増加に伴
い，県が今後の特別支援教育のあり方の検討
に乗り出したことが指摘されている。この記
事で，県教委は，増加の理由として，「特別
支援教育に関する理解が保護者らに浸透して
きたことや，特別支援学校の専門性への評価
や期待が高まったことが挙げられる」と指摘
している。
（3） このデータベースについて，国立特別支援
教育総合研究所に問い合わせたところ，掲載
されている「報告・答申等」は「全てではな
く，必要なもののみを掲載している」とのこ
とであったが，「必要なもの」という判断基
準は，2019年1月現在，担当職員が在籍して
おらず，詳細な公開基準は不明ということで
あった。また，文部科学省のデータ発信がよ
り充実してきたことに伴い，現在はデータ
ベースを更新していないという。（http://nc.
　nise.go.jp/report_material/date_base/link/
special/report）最終アクセス2019年1月25日。
（4） 小・中学校における特殊教育の形態に関し
て，「通級」とは異なり，「交流」という語が
使用されることもある。「通級による指導に
関する充実方策について（審議のまとめ）」
では，この「交流」という形態は「主として
特殊学級で指導を受けながら，一部について
通常の学級の児童生徒と共に指導をうけるこ
と」とされている。
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